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9. 7. 31金判1035号50頁，東京高判平成12. 6. 22金判1103号23頁。
(26) たとえば，閉鎖系の会社がこの制度をいいかげんに使って，実質上の
株主を変えてしまうことの懸念は指摘されている（江頭憲治郎・神作裕
之・藤田友敬・武井一浩編著『改正会社法セミナー [株式編]』305頁
(有斐閣，2005))。
(27) 江頭・前掲書(３)176頁。
(28) 雨宮・前掲書(２)261頁。
(29) 雨宮・前掲書(２)104頁。
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(30) 江頭・前掲書(３)176頁。
(31) 前述４．参照。
(32) 日本証券業協会「店頭売買事故証券の処理に関する規則」昭和51年統
一慣習規則１号。大阪高判平成12年７月31日の事例では，被告証券会社
が買い戻している（判時1746号94頁)。
(33) 伊藤誠「株券喪失登録情報等照会システムの概要」商事1658号27頁，
遠藤東路「盗難株券の占有者から売却取次を受託した証券会社の注意義
務について」判タ1166号11頁（2005)。
(34) 振替株式制度のもとでも，加入者は，その口座における記載がなされ
た振替株式についての権利を適法に有するものと推定され，善意取得の
効果も認められる（社債，株式等の振替に関する法律144条)。詳細は，
前田・前掲書(３)207頁以下参照。
(35) かつて，そのような方向での立法が検討されていた（社債法等研究会
「株主失効制度に関する社債法等研究会試案について」ジュリスト643
号93頁，昭和61年商法・有限会社法改正試案)。
(36) 盗難株券の売買の取次を受託した証券会社の不法行為責任が問題とな
った事例として，大阪地判平成５年７月７日判タ829号193頁，東京地判
平成11年２月12日判タ1077号243頁，東京地判平成14年６月24日金法
1679号45頁など。
(37) 名古屋高裁平成16年11月１日判タ1191号326頁。
(38) 遠藤・前掲注(33)４頁（2005)。
(39) 石田眞「判批」『西南法学』 39巻３号82頁（2006)。
(40) 東京地判平成11年２月12日判タ1077号249頁。
(41) 大阪地判平成５年７月７日判時1475号114頁。特段の事情の有無を審
査し，それぞれの場合に求められる確認内容の詳細に関しては，品谷篤
哉「判批」金判1140号65頁（2002）参照。
(42) たとえば，名古屋高裁平成16年11月１日判タ1191号326頁。
(43) 相手方が売却を急がせるのであれば，証券会社に持ち込まなかったこ
とについての疑念を持つべきであり，そうでなければ，喪失登録簿の閲
覧あるいは照会システムの利用が可能であるからである。
(44) 出資者は，出資の証として，株券を欲することが考えられる。
(45) 東京高判平成５年11月１日金判949号21頁。
(46) 石田・前掲注(39)81頁。
(桃山法学 第11号 ’08)18
